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山梨県眺望ポイント環境整備事業費補助金交付要綱 

 
（趣旨） 

第１条  知事は、観光の活性化や地域の魅力向上を図るため、市町村が実施する眺望ポイントの整備

事業に要する経費に対し、予算の範囲内において補助金を交付するものとし、その交付に関しては、

山梨県補助金等交付規則（昭和３８年山梨県規則第２５号。以下「規則」という。）に規定するも

ののほか、この要綱の定めるところによる。 

 

（定義） 

第２条  この要綱において「眺望ポイント環境整備事業」とは、「公共眺望ポイント整備ガイドライ

ン」に沿った整備方法により実施する事業をいい、「眺望ポイント」とは、「公共眺望ポイント整

備ガイドライン」で規定する公共眺望ポイントの要件を満たす場所のうち、市町村が管理する場所

をいう。 

 

（補助金の交付の対象となる経費及びその補助率等） 

第３条 補助金の交付の対象となる経費及びその補助率等は、次の表に定めるところによる。 

補助対象経費 補助率等 

・眺望阻害樹木の伐採 

・ベンチの設置及び改修 

・安全柵の設置及び改修 

・看板の新設、移設、改修及び撤去 

・駐車場の整備 

・ガードレール等の改修及び撤去 

・眺望ポイントから見える構造物等の外観

修景 

・整備事業に必要な調査及びデザイン設計

等の委託業務 

・その他、「公共眺望ポイント整備ガイド

ライン」に沿った整備 

 

補助率：補助対象経費の1/2以内 

限度額：１箇所 100万円以内  

 

 

（補助金交付申請書及び提出期限） 

第４条 補助金の交付を受けようとする市町村長は、補助金交付申請書（様式第１号）を事業に着手

する日の２０日前までに、知事に提出しなければならない。 

 

（補助金の交付決定） 

第５条 知事は、前条の規定による申請書の提出があったときは、その内容を審査し、適当と認めた

ときは、補助金の交付を決定し、補助金交付決定通知書（様式第２号）によりその旨を当該市町村

長に通知するものとする。 
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（補助金の交付の条件） 

第６条 規則第６条による補助金交付の条件は、次の各号に掲げるとおりとする。 

（１）補助事業に要する経費の配分又は補助事業の内容の変更をしようとするときは、変更（中止

・廃止）承認申請書（様式第３号）を提出し、知事の承認を受けること。ただし、交付決定さ

れた補助対象経費の各費目相互間において、いずれか低い額の２０％以内の増減又は補助事業

の目的の達成に支障をきたさない事業計画の細部の変更であって、交付決定を受けた補助金の

額の増額を伴わない場合は、この限りでない。 

（２）補助事業が予定期間内に完了する見込みのない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合

においては、速やかに知事に報告してその指示を受けること。 

 

（実績報告書の様式及び提出期限） 

第７条 市町村長は、補助事業が完了した日若しくは廃止の承認を受けた日から起算して１箇月を経

過した日又は交付決定をした年度の翌年度の４月１０日のいずれか早い期日までに、事業実績報告

書（様式第４号）に次の書類を添付して知事に提出しなければならない。 

（１）写真の写し（施工前及び完了が確認できるもの） 

（２）補助事業が完了したことがわかる書類 

（３）その他知事が必要と認める書類 

 

（補助金の交付方法及び交付時期） 

第８条 補助金は、精算払とする。 

２ 知事は、前条に規定する事業実績報告書を受理した場合においては、その内容を審査の上、交付

すべき補助金の額を確定し、補助金の額の確定通知書（様式第５号）によりその旨を市町村長に通

知するとともに、補助金を交付するものとする。 

 

（財産の管理及び処分） 

第９条 市町村長は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産について、補助事業の完了後

においても、善良な管理により、補助金の交付の目的に従って、適切な運用を図らなければならな

い。 

２ 市町村長は、減価償却資産の耐用年数に関する省令（昭和４０年３月３１日大蔵省令第１５号）

に定める耐用年数が経過しない間（以下「財産処分制限期間」という。）に、補助事業により取得

した財産等を他の用途に使用し、他の者に貸し付け、若しくは譲り渡し、他の物件と交換し、又は

債務の担保に供しようとするときは、知事に協議し、承認を受けなければならない。 

３ 市町村長は、前項の承認を受けようとする場合は、財産処分承認申請書（様式第６号）を知事に提

出し、その承認（様式第７号）を受けなければならない。 

４ 知事は、第２項の承認をしようとする場合において、原則として交付した補助金のうち、これに

より取得した財産等を交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供した

時から財産処分制限期間が経過するまでの期間に相当する分を返還させるものとする。 

 

（書類の保管） 

第10条 補助事業に係る帳簿及び証拠書類は、当該補助事業終了の年度の翌年度から起算して５年間、

整備保管しておかなければならない。 
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（雑則） 

第11条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、知事が別に定める。 

 

   附 則 

１ この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

２ この要綱は、平成２８年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、この要綱に基づき交付決定

された補助金については、この要綱の失効後も、なおその効力を有する。 
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様式第１号 

 

                                    第     号 
                                    年  月  日 

 
 
 
山梨県知事         殿 
 
 
 
 
                           市町村長名           印 
 
 
 
 
 

平成  年度山梨県眺望ポイント環境整備事業費補助金交付申請書 

 
 
 このことについて、次のとおり事業を実施したいので、山梨県眺望ポイント環境整備事業費補助金
交付要綱第４条の規定により、関係書類を添えて補助金の交付を申請します。 
 
 
 
 
 １ 交付申請額           円 
 
 
 ２ 事業計画書           別紙のとおり 

 

 

  

 

※ 現況写真等添付 
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別紙 

事業計画（報告）及び収支予算（精算）書 

 

 １ 事業の内容 

市町村名            箇所名  

補助対象事業の内容 

（記載しきれない場合は、

別紙とする。） 

 

 

２ 経費の配分     （単位：千円） 

県補助金  

市町村費  

その他  

合計  

 
 

 
３ 収入                                   （単位：千円） 

科目 予算額 （精算額） （比較増減） 

県補助金    

市町村費    

その他    

合計    

 
 
４ 支出                                  （単位：千円） 

科目 予算額 （精算額） （比較増減） 備考 

工事請負費     

委託料     

役務費     

合計     



 

 6 

様式第２号 
 

                                    第     号 
                                    年  月  日 

 
 
 
市町村長          殿 

 
 
 
 
                         山梨県知事名            印 
 
 
 
 
 

平成   年度山梨県眺望ポイント環境整備事業費補助金交付決定通知書 

 
 
 平成  年  月  日付け  第    号で申請のあった、山梨県眺望ポイント環境整備事業
費補助金については、次のとおり交付することに決定したので、山梨県眺望ポイント環境整備事業費
補助金交付要綱第５条の規定により通知します。 
 なお、事業の執行にあたっては、山梨県補助金等交付規則及び山梨県眺望ポイント環境整備事業費
補助金交付要綱の規定を遵守してください。 
 

１ 補助金の交付の対象となる事業は、平成 年 月 日付けで申請のあった山梨県眺望ポイン

ト環境整事業とし、その内容は交付申請書記載のとおりとする。 

 

２ 補助事業に要する経費及び補助金の交付決定額は、次のとおりとする。 

補助事業に要する経費          円 

補助金の交付決定額           円 

 

３ 補助事業に要する経費の配分は、前記交付申請書記載のとおりとする。 

 

４ 補助事業の期間は、平成 年 月 日から平成 年 月 日までとする。 

 

５ 補助金の交付の条件は次のとおりとする。 

（１）補助事業に要する経費の配分又は補助事業の内容の変更をする場合は、あらかじめ知事の

承認を受けなければならない。ただし、次に掲げる軽微な変更についてはこの限りではない。 

ア 補助対象経費の各費目相互間におけるいずれか低い額の２０％以内の経費の配分 

の変更 

イ 補助事業の目的の達成に支障がなく補助金の増額を伴わない事業計画の細部の変更 

（２）補助事業を中止し、又は廃止する場合は、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。 

（３）補助事業が予定の期間内に完了する見込みのない場合又は補助事業の遂行が困難となった

場合は、すみやかに知事に報告してその指示を受けなければならない。 
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（４）補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、知事が別に定める期間中に

おいては、知事の承認を受けないで、補助金等の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換

し、貸し付け、又は担保に供してはならない。 

 

６ 補助金の交付の条件等に違反した場合の措置 

（１）次のいずれかに該当するときは、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消す場合がある。 

  ア 補助金の他の用途への使用をしたとき 

イ 補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき 

ウ 補助事業に関し法令等又はこれに基づく知事の処分に違反したとき 

（２）補助金の交付決定を取り消した場合、補助事業等の当該取り消しに係る部分に関し、既に

補助金等が交付されているときは、期限を定めてその返還を命ずる。 

（３）交付決定の取り消しに関し、補助金の返還を命ぜられたときは、その命令に係る補助金の

受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該補助金の額につき年 10.95％の割合で計算し

た加算金を県に納付しなければならない。 

（４）補助金の返還を命ぜられ、これを納期日までに納付しなかったときは、納期日の翌日から

納付の日までの日数に応じ、その未納付額につき年 10.95％の割合で計算した延滞金を県に

納付しなければならない。 

 

７ 補助事業が、補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件に従って遂行されているか確認

するため、補助事業の遂行状況について報告させることがある。 

 

８ 補助事業が完了した日（廃止の承認を受けた場合はその承認の日）から起算して一箇月を経

過した日又は平成  年４月１０日のいずれか早い期日までに、補助事業の成果を記載した補

助事業実績報告書に別に定める書類を添えて知事に報告しなければならない。 

 

９ 補助事業に係る帳簿及び証拠書類は、補助事業終了年度の翌年度から起算して５年間、整備
保管しておかなければならない。 
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様式第３号 
 

                                    第     号 
                                    年  月  日 

 
 
 
山梨県知事         殿 
 
 
 
 
 
                          市町村長名            印 
 
 
 
 
 
 平成   年度山梨県眺望ポイント環境整備事業費補助金変更（中止・廃止）承認申請書 

 

 
 平成  年  月  日付け  第    号で補助金交付の決定のあった、山梨県眺望ポイント
環境整備事業について、次のとおり変更（中止・廃止）したいので、山梨県眺望ポイント環境整備事
業費補助金交付要綱第６条の規定により申請します。 
 
 
 
 
 １ 変更（中止・廃止）の理由 
 
 
 
 
 
 ２ 変更（中止・廃止）の内容 
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様式第４号 
 

                                    第     号 
                                    年  月  日 

 
 
 
 
 
山梨県知事         殿 
 
 
 
 
 
                          市町村長名            印 
 
 
 
 
 

平成   年度山梨県眺望ポイント環境整備事業費補助金実績報告書 
 
 
 平成  年  月  日付け  第    号で補助金交付の決定のあった、山梨県眺望ポイント
環境整備事業について、山梨県眺望ポイント環境整備事業費補助金交付要綱第７条の規定により、そ
の実績を報告します。 
 
 
 
 １ 事業報告書           別紙のとおり 
 
 
 ２ 支出証拠書類（写し）  

＊完成写真等添付 
 
 ３ 補助金の振込口座 
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様式第５号 
 

                                    第     号 
                                    年  月  日 

 
 
 
市町村長          殿 
 
 
 
 
                         山梨県知事名            印 
 
 
 
 
 

平成   年度山梨県眺望ポイント環境整備事業費補助金の額の確定通知書 
 
 
 平成  年  月  日付け  第    号で実績報告のあった山梨県眺望ポイント環境整備事
業費補助金については、山梨県眺望ポイント環境整備事業費補助金交付要綱第８条第２項の規定によ
り次のとおり確定したので通知します。 
 
 

 
 
 
  補助対象事業費              円 
 
 
 
  確定した補助金の額            円 
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様式第６号 

第         号 

平成  年  月  日 

 

 

 山梨県知事          殿 

 

 

 

 

                          市町村長     印 

                          

 

財 産 等処 分申請 書 

 

平成  年度山梨県眺望ポイント環境整備事業費補助金により取得した財産等を、次のとおり処

分したいので、山梨県眺望ポイント環境整備事業費補助金の交付要綱第９条第３項に基づき、申請

します。 

 

 

  １ 処分しようとする成果の内容 

 

 

  ２ 処分の内容 

 

 

  ３ 処分しようとする理由 

 

 

  ４ その他必要な書類 
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様式第７号 

第         号 

平成  年  月  日 

 

 

 市町村長          殿 

 

 

                                                  

                          山梨県知事名     印 

                          

 

財 産 等処 分承認 書 

 

平成  年  月   日付け   第    号で申請のあった財産等処分申請について、次の

とおり承認したので通知します。 

 

 

  １ 処分しようとする成果の内容 

 

 

  ２ 処分の内容 

 

 

  ３ 処分承認年月日 

 

 

  ４ その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


